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岩内町告示第５２号 

 

次のとおり、公募により技術提案を募集し、その内容を審査して最良の提案をした者を選定し随意契約

の相手方の候補者とする手続き（以下「公募型プロポーザル方式」という。）を実施するので、次の

とおり公告する。 

 

令和３年（２０２１年）６月２４日 

 

岩内町長 木村 清彦 

 

記 

 

１ 公募型プロポーザル方式に付す事項 

(1) 業務名 

義務教育学校整備調査等業務 

(2) 業務内容 

義務教育学校整備調査業務及び基本設計業務（建築・電気・機械・外構に係る基本設計） 

(3) 業務規模

ア 用途 

義務教育学校 

イ 規模及び構造 

規 模：【校舎＋屋内運動場＋武道場等】   15,000㎡程度 

【グラウンド】   15,000～18,000㎡程度 

構 造：RC 造又は S 造 

(4) 委託期間 

契約締結の翌日から、令和４年３月２５日までを予定している。 

 

２ 公募型プロポーザル方式に参加する者に必要な資格 

技術提案書の提出者は下記要件いずれにも該当すること。 

ア 地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４第１項に規定する者でないこ

と。 

イ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている者

でないこと。 

ウ 岩内町競争入札参加資格者指名停止事務処理要領の規定に基づく指名停止を受けていない者

(指名停止を受けている場合においては、参加表明書の提出期間中にその停止期間が経過し

ている者を含む)であること。 

エ 会社更生法(昭和２７年法律第１７２号)に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法(平

成１１年法律第２２５号)に基づく再生手続開始の申立てがなされている者については、手

続開始決定後の岩内町競争入札参加資格の再審査結果を有していること。 

オ 暴力団関係事業者等であることにより、本町が行う競争入札等への参加を除外されていない

こと。 

カ 暴力団関係事業者等でないこと。 

キ 本町の「令和３・４年度建設工事等競争入札参加資格者一覧」に、申請種別が建築設計として

登録されていること。 

ク 建築士法(昭和２５年法律第２０２号)第２３条の規定に基づく北海道知事又は北海道知事が

指定する指定事務所登録機関による一級建築士事務所の登録を受けており、営業年数が１年

以上あること。 

ケ 北海道に本店又は支店を置いていること。 
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３ 業務実施上の条件 

(1) 管理技術者(注１)は一級建築士であること。 

(2) 参加表明書に記載を求める各主任技術者(注２、注３)は、建築(総合)分野、建築(構造)分 

野、電気設備分野及び機械設備分野とし、下記の資格を有すること。 

建築(総合)分野の主任技術者は一級建築士であること。 

建築(構造)分野の主任技術者は構造設計一級建築士であること。 

電気設備分野の主任技術者は設備設計一級建築士であること。 

機械設備分野の主任技術者は設備設計一級建築士であること。 

(3) 管理技術者及び建築(総合)分野の主任技術者は、参加表明書の提出を行う時点で提出者の組織に所

属して３ヶ月が経過していること。 

(4) 管理技術者及び記載を求める各主任技術者は、それぞれ１名であること。 

(5) 管理技術者は、記載を求める各主任技術者を兼任していないこと。また、記載を求める各

主任技術者が記載を求める他の分担業務分野の主任技術者を兼任していないこと。 

(6) 管理技術者は平成１８年（２００６年）４月以降に契約履行を完了した延べ面積 6,000 ㎡以上の

義務教育学校または小学校・中学校の新築または改築に係る建築設計の実績を有しているこ

と。 

(7) 主たる分担業務分野である建築(総合)分野を再委託しないこと。 

(8) 提出者は、他の提出者の協力事務所(再委託先のうち、分担業務分野の主任担当技術者が所

属する事務所に限る)となっていないこと。 

業務の一部を再委託する場合には、再委託先の設計者等が、岩内町競争入札参加資格者指名停

止事務処理要領の規定に基づく指名停止を受けていない者(指名停止を受けたが、既にその停

止期間を経過している者を含む)であること。 

注１「管理技術者」とは 

①契約図書等に基づき、業務の技術上の管理を行うものとする。 

②日本語に堪能でなければならない。 

③業務担当員が支持するところにより、関連する他の設計業務の受託者と十分に協議の

うえ、相互に協力しつつ、業務を実施しなければならない。 

注２ 「主任技術者」とは、管理技術者の下で各分担業務分野における担当技術者を総括する

役割を担う者をいう。 

 

４ 参加表明書の評価基準 

公募型プロポーザルに参加を希望する者から参加表明書の提出を求め、提出された参加表明書につい

て次の評価基準により審査のうえ、技術提案を求める者を５者程度選定する。 

(1) 業務実施上の条件 

(2) 専門分野の技術者資格 

(3) 同種業務又は類似業務の実績の有無 

(4) 技術者の継続教育(CPD) 

 

５ 技術提案書及びヒアリングの内容に関する評価基準 

４により選定された者に対し、技術提案が記載された書類（以下「技術提案書」という。）の提出を求

め、提出された技術提案書について次の項目を審査のうえ、設計者を特定する。 

(1) 取組意欲 

(2) 業務の理解度 

(3) 業務の実施方針の的確性 

(4) 各テーマに対する技術提案の的確性・独創性・実現性 
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６ 審査について 

技術提案書に係る審査は、義務教育学校調査検討等業務設計業務プロポーザル審査委員会（以下

「審査委員会」という。）において行う。 

(1) ヒアリングについて 

審査委員会において、技術提案者から提案内容や考え方等についてのヒアリングを行うこととして

おり、日時、場所は別途通知する。 

 

７ 参加表明書及び技術提案書の手続等 

(1) 担当部局 

岩内町建設経済部都市整備課建築係 

住 所 〒０４５－８５８８ 北海道岩内郡岩内町字高台１３４番地１ 

T E L ０１３５－６２－１０１１(内線２３４) 

０１３５－６７－７０９７(ダイヤルイン) 

 F A X ０１３５－６７－７１０５ 

E-mail kenchiku@town.iwanai.lg.jp 

(2) 各種関係書類の交付等（説明書の配布期間、場所及び方法） 

公募型プロポーザル方式の説明書等、各種関係資料は岩内町のホームページからの入手を原則とす

る。 

（ＵＲＬ http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/kkr/index.htm） 

(3) 参加表明書の提出期限、提出場所及び提出方法 

ア 提出期限 

令和３年７月２日（金）午後５時まで 

イ 提出場所 

８(1)に同じ

ウ 提出方法 

次のいずれかの方法による。 

（緊急事態宣言等により、本町間との往来の自粛が宣言された場合は、（２）の方法のみによ

る。） 

(ｱ) 持参 

(ｲ) 郵送（書留郵便に限る） 

(4) 技術提案書の提出期限、提出場所及び提出方法 

参加表明書の審査により、技術提案書の提案者に選定された者に、技術提案書の提出要請を行う。

ア 提出期限 

令和３年７月２１日（水）午後５時まで 

イ 提出場所 

８(1)に同じ 

ウ 提出方法 

８(3)「ウ 提出方法」に同じ 

 

８ 提案の無効 

公募型プロポーザル方式に参加する者に必要な資格を有しない者の提出した提案は無効とする。 

 

９ 最良の提案をした者の選定方法 

あらかじめ定めた審査基準及び審査方法により、提出された技術提案書を評価し、最良の提案をした

者（以下「特定者」という）を選定する。 

 

１０ 契約手続 

特定者を見積書徴取の相手方に決定したときは、別途、岩内町の規定により契約手続を行う。 

 

１１ 特定者と契約の締結を行わない場合 

特定者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を講じることと

された場合は、当該特定者とは契約の締結をしない。 

  

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/kkr/index.htm
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１２ その他 

(1) 手続きにおいて使用する言語及び通貨

日本語及び日本円 

(2) 契約書作成の要否

必要 

(3) プロポーザル方式の取りやめ又は延期 

このプロポーザル方式は、取りやめること又は延期することがある。 

(4) プロポーザルの詳細 

詳細は、別紙「公募型プロポーザル方式の説明書」による。 

(5) その他留意事項 

ア 技術提案書の作成及び提出に係る費用は、提出事業者の負担とする。 

イ 技術提案書のヒアリングに参加しなかった場合の技術提案は無効とする。 

ウ 審査結果及び特定者名は公表する。 

エ 受託者として特定された者が暴力団関係事業者等であること等の理由により、北海道警察からの排

除要請があった者とは、契約を行わない。 


